
令和６年４月１９日 

最 上 総 合 支 庁 

 
 報 道 機 関 各 位 

 

 

最上地域政策研究所 辞令交付式の開催について 
 

 

  「最上地域政策研究所（所長：最上総合支庁長）」では、新たに今年度から２か年

にわたり研究活動を行う、第７期の研究員に対する辞令交付式を下記により行いま

す。 

つきましては、当日の取材等に御協力くださいますようお願いいたします。 

 

記 

 

１ 日 時  令和６年４月 25 日（木）午後１時 30 分から午後２時まで 

２ 場 所  最上総合支庁 ２階 特別会議室 

３ 出 席 者  最上総合支庁長（最上地域政策研究所長） 

最上総合支庁総務企画部長（最上地域政策研究所副所長）、  

研究員10名（管内各市町村１名ずつ計８名、最上総合支庁２名） 

 ４ 研 究 期 間  令和６年度、令和７年度の２年間 

 ５ 研究テーマ  「新たな財源の確保等による持続可能な地域展開」 

 

                                
   

 

 

 

 

 

 
【問合せ先】 

最上小国川清流未来振興機構事務局 門間 

（総務企画部総務課連携支援室 室長補佐） 

電話 0233-29-1235 

報道監 総務企画部長 佐藤 

※「最上地域政策研究所」 

 最上地域の８市町村、最上広域市町村圏事務組合及び最上総合支庁が、平成 24

年７月４日に共同で設置。相互に連携・協力して最上地域が直面する諸課題につい

て調査研究し、政策推進に資するとともに、職員の政策形成能力の向上を図ること

を目的とする。 
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